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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
県内中小企業の成長を支援するため、経営革新等に取り組む企業が必要として

いる即戦力人材と地域企業との人材マッチング等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

プ ロ フ ェ

ッ シ ョ ナ

ル 人 材 戦

略 拠 点 運

営事業

１ プロフェッシ

ョナル人材戦略

拠点運営事業

・プロフェッショ
ナル人材戦略拠点
を設置し、積極的
な企業訪問による
経営課題の掘り起
こしと、即戦力人
材のマッチング等
を行う。

１ プロフェッシ

ョナル人材戦略

拠点運営事業

・プロフェッショ

ナル人材戦略拠点

を設置し、 件

の 企 業 訪 問 を 行

い、 件の即戦力

人材の雇用等につ

なげた。

★

最終予算額

執行率

不用額

３ 事業の効果 課題

⑴  プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業

効果： プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、 件の即戦力人材の雇

用又は副業・兼業による人材確保につなげた。人材を確保した企業で

は、ＳＮＳ運用の改善や数値目標に対する経営陣とスタッフとのギャッ

プ解消等、企業の生産性向上や課題の解決が図られている。

課題： 他県と比べ賃金が低い沖縄県では、正規雇用における報酬面でのミス

マッチが多い。また、副業・兼業は県内で認知度が低く、副業・兼業人

材の活用に抵抗感を感じる企業が多い。このため、人材紹介手数料等の

補助に加え、副業・兼業によるプロフェッショナル人材の活用事例のセ

ミナー、広告媒体等を用いて多様な就労形態での人材活用を周知してい

く必要がある。
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基 本 項 目：新世代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：働く女性応援事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
女性が働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境づくりを推進するた

め、女性のキャリアアップに繋がる支援や女性が働き続けられる職場環境づくり
に向けた企業への支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

働く女性

応援事業

１ 働く女性応援

事業

・女性労働者に対

する「仕事よろず

相談」及び「キャ

リアアップ・スキ

ル ア ッ プ セ ミ ナ

ー」の支援や企業

に対し専門家を派

遣して課題解決に

向けたオーダーメ

イ ド 型 支 援 を 行

う。

１ 働く女性応援

事業

・女性労働者に対

し「よろず相談」

を 人、「キャ

リアアップ・スキ

ルアップセミナ

ー」を 回実施

し、企業 社に

対し専門家派遣を

行い企業の課題に

合った支援を行っ

た。

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 働く女性応援事業

効果： 仕事に対して女性が抱える不安・悩みの改善・解消に向けてキャリア
コンサルタントによる相談を実施するとともに、キャリア形成や多様な
働き方に関するセミナーを通して、働く女性の意欲を高めるとともに女
性が働きやすい環境づくりを推進した。

また、企業が抱える課題に対して講座の開催及び専門家派遣等を行い
オーダーメイド型の支援を実施することで、女性が働き続けられる環境
づくりを推進した。

課題： 相談や企業支援において、育児・介護等と仕事との両立に関心が高ま
っていることから、育児・介護休業法等に関するセミナーの実施など、
よりニーズに合った支援を実施する必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：働きやすい環境づくり推進事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
ワーク・ライフ・バランスの周知啓発により、労働者が健康で仕事と生活を両

立しながら充実した職業生活を営むことのできる、働きやすい職場環境を整備す
る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

働 き や す

い 環 境 づ

く り 推 進

事業

１ 働きやすい環

境づくり推進事

業

・セミナー開催や

企業へのアドバイ

ザー派遣により、

ワーク・ライフ・

バランスの普及啓

発及び企業におけ

る 取 組 を 推 進 す

る。

１ 働きやすい環

境づくり推進事

業

・セミナー開催や

企業へのアドバイ

ザー派遣により、

ワーク・ライフ・

バランスの普及啓

発及び企業におけ

る 取 組 を 推 進 し

た。

・派遣企業 社

・セミナー 回

★

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 働きやすい環境づくり推進事業

効果： セミナー開催等によるワーク・ライフ・バランスの普及啓発や、企業
へのアドバイザー派遣等を通して、労働者の仕事と生活の調和に配慮し
た働きやすい職場環境の整備を促進するとともに、ワーク・ライフ・バ
ランスに積極的に取り組む企業（沖縄県ワーク・ライフ・バランス企
業）として、新たに４社を認証した。

課題： ワーク・ライフ・バランス推進に取り組む事で事業効率が下がると考
えている企業もあることから、更なる周知・啓発等に取り組む必要があ
る。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：奨学金返還支援事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和７年度

部 課 等 名： 商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容

県内中小企業の人材確保・定着を支援するため、企業が従業員に対して行う奨学金返還支援に対し、

企業が負担する経費の一部を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

奨学金返還

支援事業

１ 奨学金返還支援事

業

・従業員の奨学金返還

支援に取り組む県内企

業に対する補助を行

う。

１ 奨学金返還支援事

業

・従業員の奨学金返還

支援に取り組む県内企

業 社に対して補助を

行い、 名の従業員

の奨学金返還を支援し

た。

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題

⑴ 奨学金返還支援事業
効果： 従業員の奨学金返還に取り組む県内企業 社に対して補助金を交付し、

名の従業員の奨学金返還を支援した。この補助金を契機に制度を導入す
る企業が増えており、奨学金返済負担を抱える従業員の負担軽減につながっ
ている。

課題： 県内企業の人材確保と定着に資するため、本事業の周知を図り、奨学金返還支援制度を
導入する企業を増やしていく必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：所得向上応援企業支援事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容
従業員の所得向上に取り組む企業を認証し、関連企業、団体のコミュニティ等

を形成するとともに、認証企業を広く し、従業員の所得向上の気運醸成を図
る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

所 得 向 上

応 援 企 業

支援事業

１ 沖縄県所得向

上応援企業支援

事業

・従業員の所得向

上に取り組む企業

からの申請を審査

し、要件を満たす

企 業 等 を 認 証 す

る。

・認証式やシンポ

ジウムの開催、

動画の制作、制度

周知広報 を行う

ほか、認証企業を

対象としたセミナ

ーを開催する。

１ 沖縄県所得向

上応援企業支援

事業

・令和６年度は

社を認証し、認証

企業数は計 社

となった。

・認証式及びシン

ポジウム等を年２

回開催したほか、

県広報番組等で認

証制度の周知を行

った。

・認証企業等を対

象としたセミナー

を 年 ３ 回 開 催 し

た。

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

３所得向上応援企業支援事業の効果 課題
⑴  所得向上応援企業支援事業

効果： 認証式や認証制度の広報等を実施した結果、令和６年度末時点におい
て認証企業数が 社に達するなど、認証企業や認証制度の周知、従業
員の所得向上の気運醸成が一定程度図られた。

課題： 県内企業等のさらなる参画を促すためには、認証企業や認証制度の広
報等に引き続き努めるほか、認証後に認証企業が受けられるインセンテ
ィブの拡充を図る必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：産業振興基金事業（継続）

事 業 期 間：平成元年度～

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
本県産業の技術革新、高度情報化、国際化等への適切かつ円滑な対応を促進

し、もって産業の振興を図るため、市町村、事業者団体等が行う、戦略的な産業
の育成支援や人材育成・確保等の取組を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

産 業 振 興

基金事業

１ 沖縄県産業振

興基金事業補助

金

・産業振興基金の

運用益を財源に、

市町村、事業者団

体等が実施する本

県産業振興に資す

る 事 業 を 補 助 す

る。

２ 戦略的産業バ

ックアップ業務

委託

・補助事業者への

ハンズオン及びフ

ォローアップ支援

を実施する。

１ 沖縄県産業振

興基金事業補助

金

・産業振興基金の

運用益を財源に、

市町村、事業者団

体等が実施する本

県産業振興に資す

る事業を６件補助

した。

２ 戦略的産業バ

ックアップ業務

委託

・ハンズオン及び

フォローアップ支

援 を ７ 件 実 施 し

た。

最終予算額

執行率

％

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

不用額
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３ 事業の効果 課題
⑴ 沖縄県産業振興基金事業補助金

効果： 戦略的な産業の育成支援や人材育成・確保等の取組を支援すること
で、本県産業の活性化が図られた。

課題： 引き続き、広く事業の周知を行い、戦略的な産業の育成やその分野に
おける人材育成・確保のための効果的な取組を支援する必要がある。

⑵ 戦略的産業バックアップ業務委託
効果： 企業・団体等に関する幅広い知識、支援経験及び人的ネットワークを

有するコーディネーターによる助言指導や専門家派遣等による支援を行
ったことで、補助事業における成果目標を ％達成した。

課題： 補助事業の成果の最大化を図るため、効果的なハンズオン支援やきめ
細かいフォローアップ支援を行い、補助事業の持続的な成長へ繋げる必
要がある。
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基 本 項 目：新世代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：企業研修・リスキリング実践支援事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
県内企業の「稼ぐ力」を強化するため、リスキリングや経営の効率化、マーケ

ティング戦略等をテーマとした産業人材育成に関する取組を支援することで、企
業の人材投資による生産性の向上を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

企業研修

・リスキ

リング実

践支援事

業

１ 企業研修・リ

スキリング実践

支援事業

・県内企業を対象

に、経営課題の抽

出や人材育成計画

の策定を支援する

集合型研修（セミ

ナー）

・人材育成計画を

実践するための自

主企画研修（ＯＪ

Ｔ研修、専門家招

へい研修等）に要

する費用の補助支

援を実施。

１ 企業研修・リ

スキリング実践

支援事業

・県内企業を対象

に、集合型研修や

周知広報イベント

（セミナー）を

回実施、延べ

人が受講

・企業の自主企画

研修９社に対し、

研修費用の補助支

援を実施。

☆

最終予算額

執行率

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 企業研修・リスキリング実践支援事業

効果： 本事業を活用して人材育成計画を策定した企業が、人材育成計画の実
践として自主企画研修を企画し、経営者が中心となり業務プロセスの改
善や新規事業に向けた人材育成等、生産性向上に向けた経営課題の解決
に主体的に取り組んだ。

課題： 県内企業の「稼ぐ力」を強化するためには、経営の効率化、マーケテ

ィング戦略、ブランド化等によって経営の高度化を図る必要があるが、

これらの取組を行う人的資源や知見が不足しており、経営層においても

人材投資に対する意識が十分に高まっていない。このため、主体的に人

材育成に取り組む企業を増やす必要がある。
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基 本 項 目：新世代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：技能振興事業費（継続）

事 業 期 間：平成 年度～

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容

県内企業の従業員のスキル向上を図る研修実施を促進するとともに、県民が広
く参加できるものづくり体験イベントを開催し、ものづくり産業やそれを支える
技能への関心を高めることで、技能労働者の技能向上及び本県の産業発展に寄与
する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

技能振興

事業費

技 能 振 興 事 業

費

・沖縄県職業能力

開発協会において

那覇地域職業訓練

センターを管理運

営し、各種団体

（同業組合、技能

団体など）の研修

開催を促進する。

・ものづくり体験

イベント開催を通

して、広く県民へ

ものづくり産業や

それを担う技能へ

の関心を高める。

・県内の中小企業

事業者における経

営者向けリスキリ

ング啓蒙、従業員

向けリスキリング

推進講座を実施す

る。

１ 技能振興事業

費

・那覇地域職業訓

練センターにおい

て、 人が職

業訓練を受講した

（沖縄県防水施工

業協会など）。

・産業まつり等に

おいて、ものづく

り体験イベントを

開催し、 名

が参加した。

・企業研修・リス

キリング実践支援

事業において、９

社が企業内研修を

支援した。

最終予算額

執行率

％

不用額
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３ 事業の効果 課題
⑴ 技能振興事業費

効果： 県内の同業組合や技能団体等による職業訓練の研修実施促進のほか、
広く県民に、イベント等を通じて、ものづくり産業や技能への関心を高
めることができた。

課題： 多くの企業へ職業訓練・研修の取組みを拡大するには、さらなる啓蒙
を図るセミナーや、企業間で連携した合同での研修実施などの取り組み
を進める必要がある。



－ 359 －

基 本 項 目：新世代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：認定職業訓練推進事業（継続）

事 業 期 間：昭和 年度～

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
事業主等が在職労働者等に対して行う職業訓練のうち、職業能力開発促進法に

定める一定の基準を満たした認定職業訓練（都道府県知事が認定）を実施する事
業主等に対し、職業訓練に係る経費を助成する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

認定職業

訓練推進

事業

１ 認定職業訓練

推進事業

・認定職業訓練を

実施する事業主等

に対し、職業訓練

に係る経費を助成

する。

１ 認定職業訓練

推進事業

・認定職業訓練を

実施した事業主等

１団体に対し、経

費の一部（講師の

謝礼金・教材費

等）を助成した。

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 認定職業訓練推進事業

効果： 認定職業訓練実施団体に対し、経費の一部を助成することにより、訓
練内容の質的水準を確保し、労働者の職業能力開発の推進が図られた。

課題： 補助金の申請が１団体にとどまっており、認定職業訓練を実施する事
業主等に対して、補助金制度の活用を促す必要がある。



－ 360 －

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：県内企業人材育成応援事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～

部 課 等 名：商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容
人材育成に優れた企業の拡大を図り、従業員の定着に繋げるため、県内企業の

人材育成の取組の支援等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

県 内 企 業

人 材 育 成

応援事業

１ 県内企業人材

育成応援事業

・従業員が働きが

いを感じ、スキル

アップやキャリア

形成を行う事がで

きる人材育成に優

れた企業の拡大を

図るため、人材育

成企業認証制度や

人材育成推進者養

成講座の実施等に

より、県内企業の

人材育成の取組を

支援する。

１ 県内企業人材

育成応援事業

・さまざまな人材

育成の手法を実践

的に修得する「人

材育成推進者養成

講座」を実施し、

計 社が修了し

た。

・沖縄県人材育成

企業認証制度にお

いて新規 社を

認証し、計 社

となった。

☆

最終予算額

執行率

％

３ 事業の効果 課題
⑴  県内企業人材育成応援事業

効果： さまざまな人材育成の手法を実践的に修得し、企業における人材育成
の中核となるリーダーを養成する人材育成推進者養成講座や、認証企業
を対象としたフォローアップ講座の実施により、県内企業の人材育成の
取組支援を順調に進めることができた。

課題： 認証企業が求職者から選ばれるよう、県内企業に対する認証制度の周
知広報だけでなく、大学・専門学校等への訪問や就職支援担当者を対象
に、認証企業説明会実施等により新規学卒者を含む求職者に対する認証
制度の認知度向上を強化する必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：産業人材デジタルリテラシー強化事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
幅広い業種の従業員等を対象に、デジタル技術の具体的な活用方法やデータ

利活用に関する基礎的な知識習得のためのセミナー等を開催し、全産業におけ
るデジタル化やＤＸ推進のための基盤づくりを図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

産 業 人 材
デ ジ タ ル
リ テ ラ シ
ー 強 化 事
業

１ 産業人材デジ
タルリテラシー
強化事業

・幅広い業種の従
業員を対象に、日
常業務でデジタル
技術が使いこなせ
るよう、基礎的な
知識習得のための
セミナー等を開催
する。

１ 産 業 人 材 デ ジ
タルリテラシー
強化事業

・幅広い業種の従
業員を対象に、日
常業務でデジタル
技術が使いこなせ
るよう、基礎的な
知識習得のための
セミナー等を開催
した。

【実績】
・セミナー及び講
座参加人数合計：

名
・基礎セミナー：

４回
・デジタルリテラ
シーセミナー

８回
・デジタル技術利
活用講座 ７回

★
最終予算額

執行率
％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 産業人材デジタルリテラシー強化事業

効果： デジタルへの苦手意識克服のための基礎セミナーに加え、デジタル
技術の基礎知識とスキル習得を目的とする講座等を実施することによ
り、県内企業の従業員のデジタルリテラシーの向上が図られた。

課題： 全産業のＤＸを加速化するには、従業員個人のデジタルリテラシー
向上に加え、企業や団体単位でのリテラシー向上にも取り組む必要が
ある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：ＤＸ人材養成事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
企業や業界等の に必要な中核人材（ 推進リーダー、 コンサルタン

ト、データ活用人材）の養成講座 座学・実践）を実施することにより、県内
企業で を推進する多様な人材の育成・確保を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

Ｄ Ｘ 人 材
養成事業

１ ＤＸ人材養成事
業

・ Ｄ Ｘ 推 進 の 中 核
人 材 を 養 成 す る 座
学 及 び 実 践 的 な 講
座を実施する。

１ ＤＸ人材養成事
業

・ Ｄ Ｘ 推 進 の 中 核
人 材 を 養 成 す る 座
学 及 び 実 践 的 な 講
座を実施した。

〈実績〉
講座回数： 回
受講人数：延べ

名

☆
最終予算額

執行率
％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ ＤＸ人材養成事業

効果： ＤＸ推進リーダー、ＤＸコンサルタント、データ活用人材の各養成
講座を実施することにより、ＤＸ推進に必要な知識及びスキルの向
上が図られ、ＤＸ推進に向けた中核人材の育成に繋がった。

課題： 全産業のＤＸを加速化するためには、社内のＤＸを牽引する推進リ
ーダーの育成に加え、経営者層や企業のＤＸに伴走する支援機関の
人材育成も必要である。



－ 363 －

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進

重点施策事業名：先端ＩＴ人材育成支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～令和７年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
、ＡＩ、クラウドコンピューティング等の高度なデジタル技術や先端的

な ビジネスのノウハウを習得し、高度で単価の高い開発業務に対応できる
人材を育成するとともに、他産業との連携による の取組や 技術による
新たなビジネスを企画・設計・実行できる中核人材を育成することにより、
県内ＩＴ企業の技術力・開発力の高度化を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

先 端 Ｉ Ｔ
人 材 育 成
支援事業

１ 先端ＩＴ人材
育成支援事業

・先端技術に関す
る各種講座やプロ
ジェクトマネジメ
ントスキル等の育
成講座を開催し、
先端技術人材や中
核 人 材 を 育 成 す
る。

また、県内ＩＴ
企業等の経営者等
を対象とした先端
技術に関するセミ
ナーを開催する。

１ 先端ＩＴ人材
育成支援事業

・先端技術に関す
る各種講座やプロ
ジェクトマネジメ
ントスキル等の育
成講座を開催し、
先端技術人材や中
核 人 材 を 育 成 し
た。

また、県内ＩＴ
企業等の経営者等
を対象とした先端
技術に関するセミ
ナーを開催した。
【実績】
・講座開催： 回
・ 受 講 者 ： 延 べ

人
・セミナー開催：

４回

☆
最終予算額

執行率
％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 先端ＩＴ人材育成支援事業

効果： ＩＴ先端技術の習得に向けた講座やプロジェクトマネジメントスキ
ル講座等の開催により、受講者のＩＴスキル、プロジェクトマネジメ
ント等の知識・技術が高度化、強化された。

課題： 県内ＩＴ企業のビジネスの高度化や転換を促進していくためには、
必要とされる人材や技術力のニーズを的確に捉え事業を実施していく
必要がある。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：世界に誇る自然環境・生物多様性の保全・継承

重点施策事業名：島しょ型エネルギー社会基盤構築事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
①  再生可能エネルギーの導入支援（民間の太陽光発電事業に対する補助等）
②  クリーンエネルギー導入に係る各種調査、導入支援等（バイオマス、次世代エ
ネルギー、洋上風力発電等）

③ クリーンエネルギー導入拡大に向けた海外との技術交流（沖縄ハワイクリーン
エネルギー協力）

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

島 し ょ 型

エ ネ ル ギ

ー 社 会 基

盤 構 築 事

業

１ 島しょ型エネル

ギー社会基盤構築

事業

・ 離 島 に お け る 太 陽

光 発 電 設 備 等 の 設 置

を支援する。

・ 本 島 近 海 の 洋 上 風

力 発 電 設 備 導 入 候 補

地 選 定 に 向 け た 条 件

整をする。

・ 風 力 発 電 の 事 業 化

に 向 け た 環 境 整 備 の

促進を支援する。

・ 県 産 木 質 バ イ オ マ

ス 、 水 素 等 の 次 世 代

エ ネ ル ギ ー を 活 用 す

る た め の 実 証 を 支 援

する。

１ 島しょ型エネル

ギー社会基盤構築

事業

・離島における太陽

光発電設備の導入容

量

・本島近海の洋上風

力発電設備導入候補

地選定に向けた情報

の収集・整理を実施

した。

・風力発電の事業化

に向けた風況調査を

補助 ２件

・県産木質バイオマ

ス、水素等の次世代

エネルギーを活用す

るための実証事業等

を補助 ２件

☆

最終予算額

執行率

％

不用額
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・ ハ ワ イ 州 と の ク リ

ー ン エ ネ ル ギ ー の 技

術 交 流 、 情 報 共 有 を

行 う た め の 会 議 を 開

催する

・ハワイ州とのクリ

ーンエネルギーの技

術交流、情報共有を

行うための会議を１

回開催した。

３ 事業の効果 課題
⑴  島しょ型エネルギー社会基盤構築事業

効果： 太陽光発電設備等の設置を支援し、離島において 箇所、
の再エネ導入が図られた。

洋上風力発電の導入に向け、候補エリアの情報精緻化を図ったほか、
実証支援においては民間事業者の提案に基づき、本県の特性に応じた再
エネに関する実証を進めることができた。

ハワイ州とのタスクフォースミーティング等を通して技術交流、情報
共有を行ったことで、先進事例の活用に向けた知見が高まった。

課題： 沖縄県は地理的・地形的・需要規模の制約から、化石燃料に頼らざる
を得ない電源構成にあることから、引き続き、本県に適した再エネ活用
技術や火力発電の脱炭素化技術等のグリーン投資を誘発する支援を行
い、脱炭素に向けた取り組みを加速させる必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：沖縄電気料金高騰緊急対策事業（継続）

事 業 期 間：令和５年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
国が実施する「電気・ガス価格激変緩和対策事業」に加え、低圧、高圧及び特

別高圧契約の受電契約者に対する負担軽減を図るため、受電契約書の電気使用量
に応じた補助を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

沖 縄 電 気

料 金 高 騰

緊 急 対 策

事業

１ 沖縄電気料

金高騰緊急対

策事業

・低圧及び高圧

受電契約者に対

しては、国が実

施する値引きへ

の上乗せ支援を

行う。

・国の支援対象

とならない特別

高圧受電契約者

に対しては、県

が直接補助を行

う。

【値引き単価】

・ ～ 月

低圧 円

月 円

高圧 円

月 円

特高 円

月 円

１ 沖縄電気料

金高騰緊急対

策事業

・低圧及び高圧

受電契約者に対

しては、県が小

売電気事業者等

を通じて、値引

きを行った。

・国の支援対象

とならない特別

高圧受電契約者

に対しては、県

が直接補助を行

った。

【値引き単価】

・ ～ 月

低圧 円

月 円

高圧 円

月 円

特高 円

月 円

最終予算額

執行率

％

不用額
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３ 事業の効果/課題 
⑴   沖縄電気料金高騰緊急対策事業 

効果： 燃料価格高騰に伴う電気料金値上げに対して支援を実施することで、 
県民生活や県経済の下支えを行った。 

課題： 物価高騰が続く中、県民や県内事業者等における支援ニーズや経済波 
及効果を把握しながら、今後の支援を検討する必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来 
  
実 施 項 目：その他 
  
重点施策事業名：ＬＰガス料金高騰支援事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和５年度～令和６年度 
 
部 課 等 名：商工労働部 産業政策課 
 

１ 事業の目的・内容  
   国の「電気・ガス価格激変緩和対策事業」の対象とならないＬＰガス料金に対

して県が支援することにより、ＬＰガス料金高騰の影響を受けた県民及び事業者
の負担軽減に繋げる。 

 
２ 事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

Ｌ Ｐ ガ ス

料 金 高 騰

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

853,067 

(539,459) 

１  ＬＰガス料

金高騰支援事

業 

 

・ Ｌ Ｐ ガ ス 料 金

の 高 騰 の 影 響 を

受 け た 県 民 及 び

事 業 者 の 負 担 軽

減 を 図 る た め 値

引 き 支 援 を 実 施

する。 

 

支援月・支援額: 

R6.1～R6.4 月 

月額 300 円 

R6.5 月 

月額 150 円 

 

767,431 

(482,141) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  ＬＰガス料

金高騰支援事

業 

 

・ Ｌ Ｐ ガ ス 料 金

の 高 騰 の 影 響 を

受 け た 県 民 及 び

事 業 者 の 負 担 軽

減 を 図 る た め 値

引 き 支 援 を 実 施

した。 

 

支援月・支援額: 

R6.1～R6.4 月 

月額 300 円 

R6.5 月 

月額 150 円 

 

最終予算額 

827,621 

執行率 

92.7％ 

不用額 

60,190 

 

 
３ 事業の効果/課題 

⑴   ＬＰガス料金高騰支援事業 
   効果： 国の支援対象とならないＬＰガス料金について、令和６年１月から令 

和６年５月使用分を対象として１戸当たり最大 1,350 円の値引きを実施 
し、県民及び事業者の負担軽減に繋げることができた。 

課題： 物価高騰が続く中、県民や県内事業者等における支援ニーズや経済波 
及効果を把握しながら、今後の支援を検討する必要がある。 
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：女性の就職総合支援事業（継続）

事 業 期 間：令和４年度～

部 課 等 名：商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容
女性の労働参加を促進し、安定的な雇用に繋げるため、個々の女性求職者の抱

える状況や職業経験、職業能力に応じた就職支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

女 性 の 就

職 総 合 支

援事業

１ 女性の就職総

合支援事業

ひとり親を含む

女性求職者を対象

に、託児機能付き

の事前研修および

短期雇用契約によ

る職場訓練等を行

い、安定的な雇用

に繋げる。

１ 女性の就職総

合支援事業

ひとり親を含む

女性求職者を対象

に、託児機能付き

の事前研修および

短期雇用契約によ

る職場訓練等を行

い 、 雇 用 に 繋 げ

た。

・事前研修受講者

数 人

・ 職 場 訓 練 人 数

人

・就職者数 人

☆

最終予算額

執行率

％

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 女性の就職総合支援事業

効果： ひとり親を含む女性求職者 名に対して事前研修を実施し、個々の
職業能力、職業経験に応じたきめ細やかな支援を行い 名を就職に繋
げた。

課題： 本県女性はミスマッチによる離職率が全国と比較して高い。不安定な
雇用はキャリア形成等に影響を与えることから、ミスマッチによる離職
を防ぎ、安定的な雇用に繋げていく必要がある。
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基 本 項 目：新世代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：非正規労働者処遇改善事業（継続）

事 業 期 間：平成 年度～令和 年度

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
県内中小企業の非正規労働者等の処遇改善を図るため、専門家派遣による就

業規則の見直し等を支援するとともに、使用者向けセミナーの開催により労務
管理能力の向上等を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

非正規労

働者処遇

改善事業

１ 非正規労働者

処遇改善事業

・専門家派遣の実

施及びセミナーを

開催する。

１ 非正規労働者

処遇改善事業

・専門家派遣の実

施及びセミナーを

開催した。

・派遣企業 社

・セミナー ６回

☆

最終予算額

執行率

％

３ 事業の効果 課題
⑴ 非正規労働者処遇改善事業

効果： セミナーの開催により労働基準法等に定める労働条件等の周知・啓発
及び使用者の労務管理能力の向上が図られたほか、専門家派遣の実施に
より就業規則の改正等を支援し、労働環境の改善及び働きやすい職場環
境の促進が図られた。

課題： 非正規労働者が働きやすい職場環境を整えるには、法令に沿った労働
条件の見直し・改善について就業規則等に定める必要があるが、県内中
小企業は就業規則等の整備が十分とは言えない状況にあることから、法
令に沿った就業規則等の整備について事業主への周知・啓発を図り、労
働環境の改善を促進する必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：その他

重点施策事業名：浦添・具志川職業能力開発校運営費（継続）

事 業 期 間：具志川職業能力開発校：昭和 年度～
浦添職業能力開発校：昭和 年度～

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
県立職業能力開発校において、就労に必要な知識・技能を習得する職業訓練を

行い、就職の促進と職業の安定及び地位の向上を図り、地域産業の発展に寄与す
る人材を育成する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ６ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

浦添・具

志川職業

能力開発

校運営費

１ 浦添職業能力

開発校運営費

・新規学卒等若年

者、離職者、在職

者を対象に職業訓

練を実施する。

２ 具志川職業能

力開発校運営費

・新規学卒等若年

者、離職者、在職

者を対象に職業訓

練を実施する。

１ 浦添職業能力

開発校運営費

・入校者 名

（２年課程の２年

生含む）、就職者

名 就職率

％

２ 具志川職業能

力開発校運営費

・入校者 名

（２年課程の２年

生含む）、就職者

名 就職率

％

最終予算額

執行率

％

不用額

最終予算額

執行率

％

不用額

最終予算額

執行率

％

不用額
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３ 事業の効果 課題
⑴ 浦添・具志川職業能力開発校運営費

効果： 新規学卒者等若年者、離職者、在職者を対象に、企業ニーズに合わせ
た訓練カリキュラムにて職業訓練を実施することで、知識・技能を習得
し、就職やスキルアップに繋げることができた。

課題： 一部の訓練科では、入校希望者が少なく定員割れが生じている。職業
能力開発校で実施している実践的な職業訓練の利点等を広く周知し、認
知度向上を図る必要がある。


